バイオマス・アジアワークショップ（第１～３回経緯）

１）概要　

　内閣府総合科学技術会議連携施策群「科学技術振興調整費　我が国の国際的リーダーシップの確保－ASEANバイオマス研究開発総合戦略－」の支援のもと、文部科学省、農林水産省、経済産業省およびバイオマス・アジアリサーチコンソーシアム（(独) 産業技術総合研究所、(独) 国際農林水産業研究センター、（独） 農業・食品産業技術総合研究機構、(独) 森林総合研究所、(財) 電力中央研究所、        (財) 地球環境産業技術研究機構 (RITE)、国立大学法人　東京大学）の主催により、国内の農工連携、産学官連携のもと、ASEAN加盟国を含むアジア諸国の中核機関（最終年度において１１カ国）からバイオマス関係者を招聘し、３回にわたりバイオマス・アジアワークショップを開催した。ワークショップを通じて地域別課題と今後の共同研究の方向を明らかにし、成果を議長総括としてまとめた。第４回以降は、メンバー国持ち回りで継続開催することが決定しており、第４回はマレーシアで開催準備中である。

２）目的

ASEAN諸国に豊富に賦存するバイオマス資源を利用した産業を構築するための戦略策定を目的としてASEAN地域における先導的な研究機関及び研究者と連携する。対象地域の有望なバイオマス資源の調査、適切な変換技術や輸送手段の調査を行い、これらに基づいた新規持続可能産業・循環型社会の創出、経済性評価、環境影響評価などを実施するASEANバイオマスネットワークを構築し運営する。

これらを実現するため、我が国のバイオマス分野における技術的優位性を生かし、我が国主導で国際ワークショップを毎年開催し、経済発展の著しいアジア諸国の先導的研究機関及び研究者との連携を深め、不断の情報共有を実現するとともに、ネットワークでは不可能なフェース・トゥー・フェースの議論を通じて、戦略プログラムの策定、共同研究プログラムの提案を行う。

３）経緯

　国内の農工連携、産学官連携をもとに、本研究課題の参加機関から産業技術総合研究所、国際農林水産業研究センター、農業・食品産業技術総合研究機構（課題開始時には、農業・生物系特定産業技術研究機構、農業工学研究所、および食品総合研究所、H18.4に統合）、森林総合研究所、電力中央研究所、地球環境産業技術研究機構、および東京大学をメンバー機関とする「バイオマス・アジア　リサーチコンソーシアム」を組織し、内閣府、文部科学省、農林水産省、経済産業省、環境省等関係省庁および国内外の関係機関の共催および後援を得て、「バイオマス・アジアワークショップ」を開催した。　開催実績は以下のとおりである。

第１回：2005年１月19～21日、国内（東京およびつくば）開催

第２回：2005年12月13～15日、タイ（バンコック）開催

第３回：2006年11月15～17日、国内（東京およびつくば）開催

４）内容

　第１回バイオマス・アジアワークショップは、農水省大臣官房（バイオマス・ニッポン総合戦略推進会議事務局）とバイオマス・アジア リサーチコンソーシアムの連携のもと、タイ、フィリピン、マレーシア、インドネシア、ベトナム、中国、韓国、日本他の行政関係および研究関係者約２５０名の参加を得て、東京およびつくばにおいて開催された。

第１日の東京でのワークショップは、横山東大教授の開催挨拶の後、農水省の大口政務官、文科省の村田科学技術・学術総括官、総合科学技術会議の薬師寺議員、産総研の小玉副理事長のご挨拶があった。ついで、小宮山東大副学長と藤村国連大学ゼロエミッションフォーラム会長が2050年に向けての技術開発の重要性とバイオマス利用技術の今後の取り組みについて基調講演を行い、その後、アジア各国の代表が、バイオマス利用に関わる現状、政策面からの課題、各国の戦略（インセンティブ付与、法規制）について講演を行った。ついで、パネルディスカッションが行われ、持続的農業の推進が可能なアジアのバイオマスの種類と賦存量、バイオマスの増産技術、必要なバイオマス転換技術等に関わる意見交換があり、バイオマス・アジアのネットワーク構築をどのように進めるかの議論がなされた。ワークショップ終了後、海外からの招聘者（28名）と主催者、産業界、役所関係者が参加して懇親会が行われた（産総研曽我理事と科学技術振興機構高橋プログラムオフィサーが挨拶）。

　第２、３日にはワークショップ会場をつくばに移し、主として研究開発課題（工学、農学、社会科学等）に焦点を絞り、バイオマスからのエタノール・BDF・輸送用燃料（BTL）の製造技術、バイオマスのガス化・エネルギー利用技術、バイオマスからの材料製造技術、バイオマスの増産・砂漠化防止技術についてアジア各国の間で活発な意見交換が行われた。第３日午後の取りまとめのパネルセッションでは、今後のアジアバイオマスの課題と進め方について議論が行われ、とくに、「Sustainable Biomass Resource Availability」、「Applicable/Acceptable Technologies for Sustainability」、「Sustainable Development of Local/Global Community」の学際的アプローチの重要性が強調された。また、今後のアジアバイオマスの課題の整理、人材ネットワークや政策・長期計画・研究関連の情報データーネットワーク化、アジア各国のgood　practicesの学習と共有、共同研究開発に向けたアクションが議論された。パネルディスカッションでは、各国から将来の共同開発に向けての考えが発表され、特に、産総研が前年度にワークショップを開催したタイおよびベトナム両国からは具体的なアクションプランの提案がなされた。 

また、ワークショップ開催中に、国内研究機関（産総研他）と各国（タイ、ベトナム、中国、マレーシア、インドネシア、フィリピン）との意見交換がいろいろな機会（朝食、昼食、夕食、コーヒーブレイク等）を利用して積極的に行われた。この結果、タイ（NSTDA、TISTR）、ベトナム（VAST）とは共同研究候補課題の絞り込み、JICAプロジェクト提案内容の詰め等を行うことが出来た。中国（中国科学院、中国森林科学院）とはネットワーク構築と共同研究の可能性について打ち合わせを行った。また、マレーシア、インドネシア、フィリピンともネットワーク構築、パートナーシップ確立に向けてキックオフを行うことが出来た。さらに、ワークショップ期間中に各国の代表者が産総研のバイオマス関連施設（食品廃棄物からのメタン・水素発酵、BDF等ディーゼルエンジン評価）を訪問し、研究者と交流を深めることが出来た。　

第２回バイオマス・アジアワークショップは、バイオマス・アジア・リサーチ・コンソーシアムと農林水産省（「バイオマス・ニッポン総合戦略推進会議」事務局）は、タイ（科学技術大臣、各省庁次官、中核研究機関等からなるバイオマス・アジア委員会）との共催により、バンコックで開催された。

日本側では、バイオマス・アジアリサーチコンソーシアム(産総研、農水系研究機関、東大等からなる農工連携研究チーム)と農水省を中核とする省庁連携のWS準備チーム（事務局、産総研）、また、タイ側では、Pravich科学技術大臣イニシアチブの下にバイオマスアジア展開のため関連省庁と中核研究機関が連携した実行委員会（科学技術省・農水省・エネルギー省他、事務局はNSTDA(国家科学技術開発庁)）がつくられた。

　今回のワークショップでは、アジアのバイオマス利活用にかかわる政策担当者と研究者が一堂に会し、各国の具体的取り組みや今後の技術開発の方向性にかかわる意見交換、交流が行われた。初日はタイから Pravich科学技術大臣、各省庁次官、日本から中島産総研理事（リサーチコンソーシアムを代表）、農水省染技術総括審議官の挨拶があり、約500人の参加者が集まり、各国からのバイオマス利活用の現状と今後の方針について報告した。Sakarindr NSTDA長官の基調講演や、国連大学ゼロエミッションフォーラム藤村会長やその他の講演者から興味深い利活用技術も紹介され、小林在タイ日本大使にもご挨拶をいただいた。第２日は農産・林産物資源の持続可能な利活用、自動車燃料としての応用、今後のバイオマスエネルギー技術、マテリアル技術、LCA評価などの重要テーマごとにパネルディスカッション形式で分野別の専門的議論が行われ、また、最先端の研究成果がポスターにて発表された。全体総括として議長報告がまとめられ、アジア・バイオマスの優位性、今後の研究開発の方向性、フォローアップ等について言及された。第２回までの議論を踏まえた合意は議長総括にまとめられた。第３日にはタイの推進するバイオエタノール生産工場の見学が行われた。

第３回バイオマス・アジアワークショップは、2006年11月15～17日、文部科学省、農林水産省、経済産業省、バイオマス・アジアリサーチコンソーシアム（産業技術総合研究所、国際農林水産業研究センター、農業・食品産業技術総合研究機構、森林総合研究所、電力中央研究所、地球環境産業技術研究機構、東京大学）の主催により、東京（国際連合大学ウ・タント国際会議場）とつくばの会場で、カンボジア、中国、インド、インドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、韓国、タイ、ベトナムのアジア１１カ国からの代表を迎えて開催され、国内外から450名を超える参加を得ることができた。

ワークショップでは、冒頭、内閣府総合科学技術会議　鈴木基之コーディネータから我が国のバイオマスへの取り組み、文部科学省　吉川晃科学技術・学術総括官から主催者を代表してバイオマス・ニッポン総合戦略、バイオマス・アジアリサーチコンソーシアムを代表して産総研　吉川弘之理事長からバイオマス・アジアワークショップの背景とアジア展開の重要性についての挨拶があり、その後、基調講演（東京大学　小宮山宏総長、農林水産省　末松広行環境政策課長、経済産業省資源エネルギー庁　安藤晴彦新エネルギー対策課長、FAO Josef Schmidhuber 上級エコノミスト、タイNSTDA Sakarindr Bhumiratana長官）に続き、３年間の活動を踏まえた政策レビューを含め各国からの報告があった。

第２日はつくば国際会議場（エポカル）に会場を移して農業系・森林系バイオマス（燃料、マテリアル）、評価、導入シミュレーション等の技術的な討論が行われ、最終日には、海外からの参加者による産総研および農業・食品産業技術総合研究機構のバイオマス関連研究施設訪問が行われた。

各セッションの講演および討論を通じて、３年間のワークショップの成果として、再生可能エネルギーとしてのバイオマスの重要性、豊富なバイオマス資源を有するアジアにおける連携の重要性など、今後の具体的な連携に向けた各国の意向が確認され、最終セッションにおいて、以下のような内容を骨子とする議長総括が合意された。

第１～３回バイオマス・アジアワークショップ議長総括骨子

・バイオマス利活用技術開発の重要性の認識

持続可能性

再生可能性とカーボンニュートラル性

アジアの持続可能性と循環型社会

・第１回および第２回の合意を踏まえた合意の確認

持続可能な資源の利活用

持続可能なバイオマス利活用・管理の技術・システム

グローバル経済のもとでの地域社会・経済の持続可能な発展

農工連携・分野融合

相互補完的なアジアネットワーク

国境を越えた連携

・今後の方向性

バイオマス利活用技術開発

持続可能なバイオマス利用のための低環境負荷技術

持続可能なバイオマスの生産と利用と温暖化防止対策

ライフサイクルアセスメント

標準化（工業標準策定）

知的財産の管理

・アジアの相互補完的研究開発協力とパートナーシップ

・アジアのバイオマス利活用のアクションプラン

各地域の実情に即した循環型バイオマス社会の構築

国境を越えた学際的、相互補完的研究開発の連携促進（国際的農工連携）

バイオマス・アジアワークショップの継続

現行のバイオマスアジアのウェブサイトの充実

第４回ワークショップはマレーシアが開催の方向で調整

アジアの既存ネットワークとの連携

人的交流（フェローシップ、ポスドク受入等）

今後はメンバー国持ち回りでバイオマス・アジアワークショップを継続することとし、次回はマレーシアが開催準備中（2006年11月予定）である。

ワークショップの開催の合間を縫って、参加各国研究機関との研究協力に関するバイラテラル会合が精力的に行われ、戦略プログラムの策定、共同研究の立案が議論され、４章に記載されるような成果に繋がった。

バイオマス・アジアワークショップに関しては、以下のホームページに詳細を掲示している。

第１回： http://www.biomass-asia-workshop.jp/biomassws/01workshop/
第２回： http://www.biomass-asia-workshop.jp/biomassws/02workshop/
第３回： http://www.biomass-asia-workshop.jp/biomassws/03workshop/
５）今後の展開等

バイオマス・アジアワークショップは、バイオマスの融合分野において、アジア諸国と、関係各省庁、研究機関と縦割りを超えて連携し、開催された国内研究機関としても初めてのマルチの会議であった。農工連携、産学官連携のもと組織されたバイオマス・アジアリサーチコンソーシアムは、農林水産省、経済産業省他関係省庁と協力して、３回のワークショップを運営した。

また、アジア諸国にとっても、はじめて本分野における政府・研究機関をはじめとするネットワーク化と各国・機関のバイオマスへの取り組みの現状と課題を把握し、今後の人材ネットワークや共同研究への展開の嚆矢と言うべき会議となり、アジア各国の参加者から本会議のイニシアチブに対し高い評価が与えられた。科学技術振興調整費による本課題のもと、農工連携、産学官連携により形成されたバイオマス・アジアリサーチコンソーシアムが、アジア戦略の一環としてリーダーシップを発揮し、ネットワーク構築、パートナーシップ確立を先導するとともに、アジア諸国での当該研究機関のプレゼンスを高めることができた。

　ワークショップにおいて発表された講演資料は、発表者の了解を得て全てウェブへ掲載し、バイオマス・アジアデータベースとして活用されている。

バイオマス・アジアワークショップの開催を通じてASEAN諸国および主要なアジア諸国（最終年度１１カ国）の中核研究機関と国際ネットワークを構築することができた。今後はメンバー国持ち回りでバイオマス・アジアワークショップを継続することとし、日本を主体とした国際事務局の立ち上げを含め、自立的、発展的な展開を図る。新しい枠組みのもとでの最初のワークショップとなる第４回はマレーシアでの開催を予定し、現地で準備中である。
　３回のワークショップ開催を通じて、バイオマス利活用に関してタイ、マレーシア、インドネシアの３カ国を主要国と位置付けて先導的に連携を深める一方、中国および新たにインドの参加を得てアジア諸国との連携を広め、バイオマス・アジアネットワークを着実に構築していくこととし、アジアの地域別のR&Dの方向性が明らかにされた。

今後ともバイオマス・アジアワークショップの発展的継続を要として、アジアにおけるネットワーク構築、パートナーシップ確立を図り、日本とアジア諸国の両者にメリットがある相互補完的な国際共同研究プロジェクトの企画・立案を推進し、アジア・世界におけるエネルギー多様化とセキュリティー安定化、地球温暖化防止への寄与、アジア諸国との連携強化活動を通して我が国の持続的発展に寄与するべく一層の努力が求められる。










